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Abstract 
 Japanese Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology will release new course of 
study in high school, so new contents of Information studies in elementary and secondary education are 
discussed at Japan society for educational technology. The author reviewed the researches and 
discussions on information moral and programming education, and discussed some implication using 
information and communication technology in high school. 
 
キーワード：共通教科情報、教育工学、情報モラル、プログラミング教育 
 
 
 
１．問題 
 
今年(平成 29 年)の 3 月に文部科学省から改訂さ
れた中学校学習指導要領が公示され(他に小学校･
特別支援学校、また幼稚園教育要領も)、高等学校
でも本年度末に公示されることが予定されている。
今回の改訂は「社会に開かれた教育課程」などの考
えが目を引くが、一方で、「コンピュータ等を活用
した学習活動の充実(各教科等)」「コンピュータで
の文字入力等の習得、プログラミング的思考の育成
(小：総則、各教科等（算数、理科、総合的な学習
の時間など）)の情報活用能力(プログラミング教育
を含む)が示されており、この小学校からのプログ
ラミング教育の導入がマスコミで取り上げられ話
題となっている。 
ただし、情報教育への取組の変化はなにも耳目を
集める小学校からのプログラミング教育にとどま
らない。中学校新学習指導要領は教育課程の編成に
おいて、教科等横断的な視点に立った資質･能力の
育成として、情報活用能力(情報モラルを含む)、問
題発見・解決能力の学習を教科横断的視点から教育
課程の編成を図ることを示している。この、問題解
決型の学習と情報活用能力の育成こそ、高等学校の
共通教科情報がこれまで扱ってきた教育目標に他
ならない。 
では、このような状況に対して、教育をテクノロ
ジーで改善しようとする研究はどのような対応を
用意しているのだろうか。教育に対するテクノロ
ジーの改善は教育工学とよばれる学問領域を築い
てきた。そこでここでは、このような状況を受けて、
日本教育工学会の全国大会を中心とした研究の動
向がどのようなものになっているかをサーベイす
る。それを通して、今後の高等学校共通教科情報の
ありかたについて示唆を得ようとするものである。 
 
＊未来科学部人間科学系列教授 Professor, Department of Humanities, Social and Health Sciences, School of Science and Technology for Future Life 
176 Bulletin of Tokyo Denki University, Arts and Sciences No.15 2017 
２．方法と結果 
 
２．1．方法と対象 
教育工学会会員の関心を最も広い形で捉えるこ
とができるのは全国大会の発表であると考えられ
る。そこで、主題別に全国大会発表の過去 5 年間の
発表件数の推移を見つつ、本年の主な発表をみるこ
とにする(以下、発表年を示さずに数字のみ示して
いる研究は全て日本教育工学会第 33 回大会講演論
文集(2017 年)によっており、数字はページ数を示
している)。 
今回対象として取り上げる主題は情報モラルと
プログラミング教育についてである。この 2 点は文
部科学省の「情報教育の推進」(文部科学省、2017)
の中で取り上げられている 2 点であると同時に、高
等学校の共通教科情報において、これまで、そして
今後重要な主題と考えられるからである。 
 
２．２．情報モラル 
情報モラルは我が国の情報教育の初期から重要
な主題であったが、現在でもそれは続いていると考
えられる。2012 年からの発表件数でも、9→6→11
→14→15 件と着実に増えている。 
これはスマートフォンの普及に従って、SNS、特
に LINE が大学生からさらに低年齢層にも浸透し
てきていることを反映していよう。田島･原田･大塚
(567)は大学生の LINE の利用の現状を調査し、友
人との関係を維持するために常にスマートフォン
が気になってしまう(あなたはスマートフォンに依
存していますか、という質問に対してしていると答
える学生が 41.4%)LINE 依存の構図が伺えると指
摘している。 
また、小学生に SNS を想定したチャットを体験
してもらった堀川･藤村･大平･竹口(573)は荒れに
つながる発言には性差が見られることを報告して
いる。特に今回のデータでは、男子のペアでは 50%
を超える高い割合で生じている。 
さらに、河合・中嶋･木村･岡(403)は高校生を対
象とした調査を行った。すると、SNS リテラシー
の学習経験者は 80%と多いものの、SNS 利用に
よってトラブルを経験した高校生が先行研究(総務
省による 2015 年の調査)に比べて増加しているこ
と、思考スタイルとリスク認知に関係が見られるこ
とを示している。 
このような現状を踏まえ、情報モラル教育に対し
て、特に ICTを利用することでどのようなアプロー
チが可能だろうか。今度・東野・井上(817)は RoR
による LINE 類似のアプリケーションを SNS 利用
経験のない生徒を含む高校生に利用してもらい、利
用後投稿内容や個人情報の利用について話し合う
ことで不適切な投稿が減ったという実践を報告し
ている。また、飯島(463)は高等学校の音楽の授業
で創作･表現に関連づけた知的財産教育という視点
から実践を行い、ニコニ・コモンズの利活用の実習
を行うことで著作物と著作権に関する理解度が高
まったことを示している。さらに、長谷川(295)は
愛知県総合教育センターの開発した PBL ワーク
ショップを中学生向けに修正し、個人では難しい事
例の分析をグループ討論とすることで新しい気づ
きが生じた例を報告している。 
大学生を対象とした研究としては、新川(821)が
サイバー犯罪の流れを作図させることで LINE セ
キュリティ対策の実施率がインターネット依存の
低い学生で有意に高くなったことを報告している。
大学生に対する情報セキュリティ教育では、黒田
(579)が初年次教育で情報セキュリティに関する講
義を行い、直後と 1 ヶ月の遅延後に情報セキュリ
ティに関する意識と行動変容を調べている。そこで
は、講義によって約 7 割の意識を変え、約 5 割の
行動変容が生じているものの、時間とともに意識や
行動変容が低下していくことが見られた。 
一方で、情報モラル能力・情報リテラシーの測定
についての開発も行われている。枝窪・森本(425)
は情報モラルに関する適応型テストを開発し、高校
生に対して効果検証を行ったところ、児童生徒に情
報社会に対する恐怖心を与えずに情報モラル力に
ついて考えるきっかけが与える可能性があると述
べている。また、内野(297)は聴覚障害をもつ生徒
を対象にした集団学習の効果を測定するために
ゲーミング教材を元にしたインターネットリテラ
シー測定のための教材を作成した。 
このように、主に LINE を念頭に置いた SNS
の利用に関して、多くの情報モラル･情報セキュ
リティの実践や研究が報告されている。これらに
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関する特色として、ICT、特にロボットを活用す
る試みが行われている(石原(823)、竹内･藤川･阿
部･古林･石原(461))。また、特に若手の教師を中
心とした教師に対するメディアリテラシー教育
を継続する必要性に対する指摘(佐藤・齋藤・堀
田(919))も見られた。今後の研究の方向性として
考えられよう。 
 
２．３．プログラミング教育 
プログラミング教育は 1980年代に日本で情報教
育に関する議論が始まったときは関心の対象で
あったと考えられるが、90 年代に入り情報教育が
情報リテラシーに重点を置いてからは中心的な主
題ではなかった。2012 年からの発表件数(1→2→3
→3→1)もわずかである。しかし、新学習指導要領
で小学生からのプログラミング教育が打ち出され
たことを踏まえ、今回多くの関心を集めた主題であ
る。現行の共通教科情報の学習指導要領は必ずしも
プログラミング教育を求めるものではないが、今後
の情報科においてはより重視される内容になろう。 
実際に児童生徒に対してプログラミング教育を
行った実践は数多く報告された。使われた言語は
Scratch・Viscuit・Java・JavaScript などがある。
Scratch では小学生(白土・尾藤･枝窪・塩川･泉澤・
森本(425)、太田・森本･加藤(765)など)に対する実
践、Viscuit では未就学児(渡辺・中山･原田･久野
(947)、井上・羽柴･原田(709))での実践が報告され
ている。 
実際にプログラムを書くことだけでなく、それを
通して一般的な能力を涵養する試みもある。福井･
森山(965)は Java プログラミング教育によって創
造的な態度が向上することを示した。また、専門学
校生に Scratch と JavaScript を組み合わせて教え
ることで、一般的なプログラミングの能力を高めよ
うとして肯定的な効果を得た市川(581)の報告もあ
る。さらに、栗山・齋藤・森･森田･西原(423)は小
学生へのプログラミング教育の実践の前後でプロ
グラミング学習への動機づけと批判的思考力を測
定し、自尊・充実･関係･報酬志向の学習動機が高い
生徒でプログラミングの学習後の動機づけが高
まっていること、また充実・実用志向の生徒で批判
的思考を行っていることを見いだした。これらの意
味することは今後さらに検討しなければならない
が、全ての生徒がプログラムを書くようになるわけ
ではない以上、単にプログラムを書くに止まらない
プログラミング教育の目的に関する議論が今後必
要になるだろう。 
学習指導要領でいうプログラミング的思考の育
成に関し、遠山(755)は海外(英国･シンガポール･マ
レーシア)と比較してプログラミング教育の目的や
実践形態を位置づけた。その結果、日本は数学や科
学といったコンテンツへの概念的な理解を深める
道具として、また論理的思考力や創造性といった汎
用的な高次認知能力の育成のためにプログラミン
グ教育を行おうとしている点に特徴があること、そ
のように目的を明確化することで評価方法も明確
になることを指摘している。 
このようにプログラミング教育の目的が明確化
されることで、教師に対する支援も組織的に行える
であろう。岡本・栗田(259)は大学生に対する「情
報科教育法」の授業に Scratch を使ったプログラミ
ングを取り入れることで、大学生の指導案作成の幅
が広がったことを報告している。一方で、齋藤・栗
山･森・森田･西原(251)はプログラミング教育を体
験することで小学校教員のプログラミング教育へ
の意識が変化したと述べている(意識調査としては
他に大学生に対する横山･加藤・興戸・及川･山崎
(781)のものもある)。この両者はいずれもプログラ
ミング教育を教師が行う際の教師への支援につな
がるものであるが、支援の方向性に違いがあるよう
に思われる。今後、小学校でプログラミング教育を
行う教師をどう支援するかは大きな問題だろうが、
その際にはプログラミング教育の目的や支援の方
向性についての議論が欠かせないことを示してい
よう。 
 
３．総合的考察 
 
新学習指導要領の告示やスマートフォンの低年
齢層への普及という変化を受けて、主に高等学校の
情報科を対象に関連する学校種を含め、情報教育の
うちでも情報モラルとプログラミング教育の変容
と、それに対する教育工学の研究について概観した。
その結果を要約すれば、(1)いずれも継続的な教師
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教育や教師の支援の必要性が重要であること、(2)
プログラミング教育についてはその目的を明確化
する必要があること、とまとめられよう。 
これら 2 点は 1980 年代から継続して議論されて
きた問題だが、特に前者はスマートフォンと SNS
という当時は予想もしなかった技術的変化によっ
て、後者は主に経済界からの要請に応える形で現代
の問題として復活したように見える。それだけに教
育界からは、生徒を中心にした視点とデータを元に
した冷静な議論によってその目的を明確化するこ
とが必要になろう。教育工学は今後ともそのための
有力な視点を提供するであろう。 
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